
別紙１

国税庁　軽減税率・インボイス制度対応室長　殿

項番 項目名 内容 記載要領等

1. 事業概要

1.1. 利用者区分 法人　・　個人 法人又は個人のどちらかを選択してください

1.2. 氏名又は名称 法人の方は法人の名称を記載願います

1.3. 所在地 都道府県名から記載してください

1.4. 事業内容

1.5. メールアドレス アプリケーションID発行届出フォームに入力したメールアドレスを入力してください

1.6. アプリケーションID すでにお持ちの場合のみ記載してください。お持ちでない時は「申請中」を選択してください

1.7. 担当者氏名 利用者区分が法人の場合、担当者の氏名を記載してください

1.8. 担当者連絡先
利用者区分が法人の場合、担当者の連絡先を記載してください
電話番号は「-」（ハイフン）抜きで記載してください

1.9. 個人情報管理・苦情処理責任者氏名 利用者区分が法人の場合、個人情報管理・苦情処理責任者の氏名を記載してください

1.10. 個人情報管理・苦情処理責任者連絡先
利用者区分が法人の場合、個人情報管理・苦情処理責任者の連絡先を記載してください
電話番号は「-」（ハイフン）抜きで記載してください

適格請求書発行事業者公表システムWeb-API機能アプリケーションID発行申請書



項番 項目名 内容 記載要領等

2.
取得した公表情報を
利用するシステムについて

2.1. プログラム・システム等の名称
１つのアプリケーションIDを複数のプログラム又はシステムで利用される場合は、すべてのプログ
ラム又はシステムの名称を記載してください

2.2. 取得した公表情報の利用方法
2.1.で記載したプログラム・システム等において、取得した公表情報の利用方法を記載してくださ
い
（記載例）ソフトのデータベースとして使用し、利用者の取引帳簿と紐づけさせる

2.3. ダウンロードファイルの利用有無 有り　・　無し
2.1.で記載したプログラム・システム等において、適格請求書発行事業者公表サイトに掲載してい
るダウンロードデータの利用有無を選択してください

2.4. 利用者 該当する利用者をすべてチェックしてください（複数選択可）

2.4.1. 顧客 □ 顧客の場合は、次の2.4.1.1.～2.4.1.3.を選択してください（複数選択可）

2.4.1.1. 一般（法人） □ 税理士法人の場合は2.4.1.3.税理士（税理士法人含む）にチェックをつけてください

2.4.1.2. 一般（個人） □ 税理士の場合は2.4.1.3.税理士（税理士法人含む）にチェックをつけてください

2.4.1.3. 税理士（税理士法人含む） □

2.4.2. 自社 □

2.4.3. その他 具体的に記載してください

2.5.
当庁から取得したデータの保存先・
保存方法

2.5.1. データの保存先 該当する保存先をすべてチェックしてください

2.5.1.1. クラウド □

2.5.1.2. 外部記録媒体 □

2.5.1.3. その他 具体的に記載してください

2.5.1.4. 個人情報の保存はない □ 個人事業者の登録番号や氏名などは個人情報に該当します

2.5.2. データの保存方法 保存がある場合のみ記載してください

2.5.2.1. 適切に保存している はい　・　いいえ

「はい」又は「いいえ」を選択してください
保存データについて、第三者が自由に取り出し等ができる場合は、適切な保存に該当しませんの
で、「いいえ」を選択してください
2.5.1.4．にて個人情報保存がない、と回答した場合は、入力不要です

2.5.2.2. 保存方法
具体的に記載してください
（記載例）保存データについては、アクセス権限を設定している



項番 項目名 内容 記載要領等

2.6.
取得した公表情報に係る
利用者の把握

2.6.1.
取得した公表情報について、
利用者の情報又は使用取得状況等
を把握できる

はい　・　いいえ 「はい」又は「いいえ」を選択してください

2.6.2.
2.6.1.で「はい」と回答した
場合、その方法

利用者の把握方法について記載してください。
（記載例）
　・ログの解析により、公表情報を取得した利用者が把握できる
　・ログの解析により、公表情報を取得した利用者及び取得した公表情報が把握できる

2.7. 添付書類 2.7.1又は2.7.２．のいずれかの資料を添付してください

2.7.1.

取得した公表情報を利用する
電子計算機及びプログラムの
概要を記載した書類（プログ
ラムの概要）

□ PDF形式でメールに添付して送付してください（10MBまで）

2.7.2.
その他参考資料（ソフト等
パンフレット）

□ PDF形式でメールに添付して送付してください（10MBまで）

3. 誓約事項
3.1.から3.3.の誓約事項についてご確認ください。
なお、事後に誓約事項に反する事実を把握した場合は、アプリケーションIDの利用を停止します。

3.1.

【利用規約・法令遵守】
　取得した公表情報につき、適格請
求書発行事業者公表システムの利用
規約・個人情報保護法等の法令を遵
守します。

はい　・　いいえ

3.2.

【利用者への提供方法】
　取得した公表情報につき、利用者
へ提供する際は、データベースでの
提供を行わない等、「適格請求書発
行事業者公表サイトの運営方針」に
記載の目的を満たす方法で提供しま
す。

はい　・　いいえ

「適格請求書発行事業者公表サイトの運営方針」（令和３年７月・令和５年１月改訂）（抜粋）
１　公表サイトの目的
　適格請求書発行事業者公表サイト（以下「公表サイト」といいます。）は、消費税法第57条の２に基
づき、適格請求書発行事業者の登録・取消・失効状況を公表するものです。
　当サイトでは、受領した請求書等に記載されている番号が、「登録番号」として取引時点において
有効なものか（適格請求書発行事 業者が取消等を受けていないか）を確認することができます。

3.3.
【監査への協力】
　必要に応じ、当庁が実施する監査
に協力します。

はい　・　いいえ

4.
法人番号システムWeb-API機能
に係るアプリケーションID

4.1.
法人番号システムWeb-API機能
のみの利用希望の有無

はい　・　いいえ

適格請求書発行事業者公表システムWeb-API機能（以下「インボイスWeb-API機能」といいま
す）の利用申請の要件を満たさず、インボイスWeb-API機能のアプリケーションIDを払い出すこ
とができない場合、法人番号Web-API機能に係るアプリケーションIDを利用される場合は「は
い」を選択してください。
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